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第２章 計画改定の考え方

１ 地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤としての地域包括ケア

システムの深化・推進 

 

団塊の世代が後期高齢者になる令和７（2025）年には、全国の高齢化率は３割を超え、

狛江市でも24.5％となると推計されています。更にその先を展望すると、いわゆる団塊ジュ

ニア世代が65歳以上となる令和22（2040）年に向け、全国では総人口・現役世代人口が

減少する中で、高齢者人口がピークを迎えるとともに、介護ニーズの高い85歳以上人口が急

速に増加することが見込まれ、狛江市でも75歳以上人口が16.4％になることが見込まれま

す。それに伴い、認知症高齢者の増加、障がい者の高齢化等が進み、医療、介護・福祉サー

ビスの需要も増大し、社会保障費の急激な増加が予想されます。 

このような状況を踏まえて、本計画では令和22（2040）年を見据えて地域共生社会の実

現に向けた取組みを進める中で、その中核的な基盤となるよう、地域包括ケアシステムを深

化させ、引き続き推進していきます。 

 

２ 地域を基盤とした包括的な支援体制の構築 

 

本計画では、制度・分野ごとの縦割りを解消し、介護と育児のダブルケア、80歳代の親と

50歳代の子どもの組み合わせによる生活課題（いわゆる「8
はち

0
まる

5
ごう

0
まる

」問題。例えば、子ども

のひきこもり5の長期化により、親と子どもが支援につながらないままともに高齢化し、孤立

してしまうなど）等複雑化・複合化した課題を抱える世帯、生活困窮者、貧困の状況にある

子ども等新たな地域生活課題を抱えている人・世帯を包括的に受け止めることができる相談

支援を充実させます。具体的には、各種相談窓口の情報を集約して周知するとともに、断ら

ない相談支援やアウトリーチ6型相談支援を充実させます。また、地域で困りごとを把握し、

必要な場合は関係機関等につなげるように、社会福祉協議会と連携しながら、コミュニティ

ソーシャルワーカーを配置し、コミュニティソーシャルワーク機能の強化を図ります。 

さらに、複雑化・複合化した課題に関係機関が一体的に支援できるように、福祉及び保健

関係部署のみならず、住宅、教育、コミュニティ関係部署等が地域生活課題を把握するとと

 
5 様々な要因の結果として社会的参加（義務教育を含む就学、非常勤職を含む就労、家庭外での交遊など）を回避し、

原則的には６箇月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での外出をしていてもよ

い）をいう。 
6  支援が必要な状況にありながら、自分から SOS を発信できない方を把握し、必要に応じて支援機関につなげること

を目的として、福祉関係者等が地域に赴き、戸別訪問等を行う支援のことをいう。 
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もに、当該地域生活課題の解決に資する支援を行う関係部署相互間の連携を図り、福祉のま

ちづくり7に資する事業を一体的に実施する必要があります。 

３ みんなで支え合う地域づくり 

 

本計画では、みんなで支え合う地域づくりを目指しています。 

福祉、介護、保健医療に限らない、様々な地域生活課題を抱える世帯に早期に気付くこと

ができるのは民生委員・児童委員、町会・自治会等を含めた地域住民です。そのため、町

会・自治会を基本とした身近な圏域を第１層とし、この圏域において、地域住民同士のつな

がりにより、日常的な支え合い活動や見守り活動とともに、災害時の素早い対応を図る自主

防災組織づくり等を行っていく必要があります。 

また、第１層における地域住民の気付きを円滑に専門的な支援につなげられる体制がなけ

れば、地域住民は、自ら解決するか、気になりながらも声をあげることができないまま黙っ

ているしかなくなってしまいます。そのため、日常生活圏域（３圏域）を第２層とし、この

圏域の単位でコミュニティソーシャルワーカーを配置し、コミュニティソーシャルワーク機

能を発揮することにより、地域生活課題及びニーズの掘り起こしを行います。顕在化した地

域生活課題については、地域包括支援センターがその解決に向けた取組みを行うとともに、

福祉のまちづくり委員会を早期に設立し、本委員会がコミュニティソーシャルワーカー及び

地域包括支援センターと連携して地域生活課題の解決に向けた取組みを行うことができる体

制を構築する必要があります。 

さらに、狛江市全域を第３層とし、市役所、社会福祉協議会等が第１層や第２層では解決

が困難な地域生活課題、専門的なサポートが必要な地域生活課題等に対し、最終的な受け皿

となる必要があります。 

このように各層の関係機関が連携・協力を図ることにより、みんなで支え合う地域づくり

を行います。（図１-４） 

 

  

 
7 福祉サービスを必要とする人を含めた全ての市民が自らの意思で自由に行動し、積極的に社会参加できるような環境

整備、地域における支え合いを推進することをいいます。 
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図１-４ 地域の範囲の考え方 

  

◆地域の範囲の考え方 

第１層 
地域住民同士のつながりにより、日常的な支え合い活動や見守り活動とともに、災害時の素早い対応を図

る自主防災組織づくり等を行う範囲 

第２層 
地域活動団体間の交流の促進、情報交換、ネットワークの構築等により、地域の課題及びニーズの掘り起

こしを行い、解決に向けた取組みを行う範囲   ※福祉のまちづくり委員会の設置を目指す範囲 

第３層 
市全体を対象とした総合的な施策を企画・推進し、隣接区市、東京都及び国との協議等を行う。地域では

解決が困難な課題、専門的なサポートが必要な課題等に対し、最終的な受け皿となる範囲 
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